
年 月 ～ 年 月

衛生費

保健衛生費

環境衛生費

環境衛生費

環境衛生総務管理費

対　　　象
（誰のために）

○

新エネルギー・省エネルギー普及啓発事業

4

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

25 3実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

平成

主要施策

17

施　 策

350

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の事務事業と統合できない事務事業である

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

事務事業名

4

会計名

1

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている4

市民・事業者

一般会計平成

環境保全の推進

4.環境との共生

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

事務事業の概要（Plan）

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ 安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

電話
住吉　育愛

○

備考欄（留意事項）
担当部課

1

市民部　市民生活課

作成者氏名

0826
（42）1126

○

×

チェック

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目

款

中事業 1

市民のニーズを的確に把握している

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である ○

○

○

　地球温暖化防止及び環境保全意識の高揚を図るため、住宅用
太陽光発電を設置される方へ補助金を交付する。
　6月上旬に当初予定していた補助件数50件に達し、70件追
加をし115件の申請があった。国も低炭素社会への転換のた
め、二酸化炭素を出さない太陽光発電を普及させるため住宅用
に補助金を出している。
　本市地域のエネルギー消費状況、エネルギー資源の状況等の
地域特性、資源活用の可能性等を調査・検討し、本市にふさわ
しい再生可能エネルギーの導入と活用の方向性を明らかにする
ことを目的に再生可能エネルギー導入ビジョンを策定する。

○

○

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

当初予定した実施項目が達成できた

財源（千円）

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

新エネルギー・省エネルギーに関し、最新の動向や補助制度などを調査し、広報や市の施策などに反映する。
本市内における再生可能エネルギーの賦存量調査を実施し、事業実施に向けた計画書を策定する。

コスト（千円）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

国県補助金等

―

―

○

○

○

○

―

○

○事務事業の効果を適正に把握している

○

受益者負担受益者負担

直接事業費 18,445

2,913人件費

財源（千円）

4,480 11,075

24年度

内　　　容

国県補助金等

コスト（千円） 財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

16,878

受益者負担

6,69012,728

人件費

一般財源等 成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

コスト コスト（千円）

23年度

人件費

合計

効
率
性

12,728 一般財源等 6,690

1,653

市民、事業者に啓発することで、エネルギー問題や地球温暖化問題を理解してもらい、環境に配慮をした生活や、運営を行
う。

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

合計 合計

受益者負担を検証している

単位あたりコストを削減することはできない

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

21,358 一般財源等

6,690直接事業費

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

○

　当初予定していた50件を上回り、自然エネルギーの利用を
促進し、市民の地球温暖化防止及び環境保全意識の高揚を図る
ことができた。
　本市における再生可能エネルギー可採量の調査を行うととも

　平成22年度から実施している太陽光発電システム設置補助
金額は、設備工事費の下落により、1件当たりの上限を
140,000円から平成24年度は、上限70,000円に見直し、
25年度予算は,更に上限30,000円に削減した。（各年度とも
100件以上）
　平成25年度は、市内事業所への設置拡大を目的に10kw以
上（上限75,000円/1件当たり）10件予算化した。
　再生可能エネルギー導入ビジョンを策定し、行政、市民、事
業者がそれぞれ取り組んでいく施策を明確にし、再生可能エネ
ルギーの事業可能性を検討していかなければならない。

○

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

○

―

太陽光発電システム補助金額
17,500円/ｋｗ(上限70,000円)

年度

市民への情報提供を行っている市
民
参
画

専門性をもった人材を活用できている

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―本市における再生可能エネルギー
について調査を実施する。
平成２５年度継続調査を実施す
る。

―事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

　ホームページを利用し、補助金の制度を周知した。

有
効
性

○

○

目標年度に目標を達成できそうである

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

職員の能力開発のための対策は十分になされている

○

○

活
動
・
結
果
指

実績値件

件

単位当たりコスト②

対　前　年　比

1.00

0.35

単位当たりコスト①

コ ス ト

－

－

1.00

107.62% －

指　標　名　等

必要人員

今後の計画値
（計画年度）

1.00

－

人

16,878

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

年度－

6,690

人

12,728

千円16.00

0.20

千円

100.00 120.00120.00

24年度

105.00

目的が達成できるような事務事業の内容である

人

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

―

―

再生可能エネルギー調査実
施 実績値

計画値

時間外勤務手当 千円16.00

23年度

太陽光発電システム補助金
計画値

コ ス ト

対　前　年　比

単位

単位

113.00

合計

－

－

－

－－

12,728 6,690合計 合計21,358 　本市における再生可能エネルギー可採量の調査を行うととも
に、将来に向け行政、市民、事業者がそれぞれが取り組むこと
ができる施策を検討し、再生可能エネルギーの活用策を検討す
る。
　国のエネルギー行政も不明確な部分があり、市が取り組むべ
き事業であるかどうか精査し検証していかなければならない。

○

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

500.00

－

－

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

単位

実績値

計画値

　
　
成
果
指
標

単位

ｋｗ

単位

計画値

実績値
太陽光発電出力合計

指
標

単位

実績値

23年度 25年度

－

495.98 566.53

400.00 400.00

年度

－

－

計画値

実績値

24年度

年度

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

単位

対　前　年　比

単位当たりコスト③

年度

目標値
（目標年度）

①

－

－

年度

申請分の最大出力合計

備 考
（指標の計算方法、算式等）

他事業と統合する
資源配分の方向性

優先的に継続する

今年度までに実施した改善内容

継続する

休止、廃止をする
主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

平成得22年度から、住宅用太陽光発電システムを設置する市民へ補
助金を交付してきた。平成23年度以降、設置工事価格が下がってい
ることから平成24年度の補助金は減額した。
本市地域のエネルギー消費状況、エネルギー資源の状況等の地域特
性、資源活用の可能性等を調査・検討し、本市にふさわしい再生可
能エネルギーの導入と活用の方向性を明らかにすることを目的に再
生可能エネルギー導入ビジョンを策定した。

中村　慎吾

解決できていない課題

市内の太陽光発電システムが、各町の設置件数は、確認できるがどの地
域に多く設置されているかなど分布調査を実施したいと考えているが人
的不足により出来ていない。（※市補助金の交付を受けずに設置をされ
た太陽光発電システムについては、目視での調査しか方法がない）
再生可能エネルギー導入ビジョンを策定し、行政、市民、事業者がそれ
ぞれ取り組んでいく施策を明確にし、再生可能エネルギーの事業可能性
を検討していかなければならない。

改善項目

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

②

予算（大事業）名

年度－

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

－

指標化できない成果

年度実績値

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

350 市民部 市民生活課（新エネルギー・省エネルギー普及開発事業）



年 月 ～ 年 月

市民

平成 19

作成者氏名

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

担当部課

妥
当
性

環境衛生に要する経費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である保健衛生費

国や県と重複のない事務事業である廃棄物処理対策事業費

環境衛生費

市民部　市民生活課 0826
（42）1126

衛生費

1

4

一般会計

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

大田　雄司・井木　一樹

　公衆衛生推進協議会と目的が一致しており、活動を支所職員
が事務局職員として支援している。
　しかしながら、公衆衛生推進協議会高宮支部については、振
興会へ協議をするが設立されていない状況である。
   まちづくり支援課で実施している、地域活動への補助事業と
重複している部分があり、事業統合、所管部署移管も検討しな
ければならない。

×

×

市民のニーズが適正に反映されている

他の事務事業と統合できない事務事業である

○

○

○

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

○

○

○

○

電話

市民のニーズを的確に把握している

市以外が実施主体になりえない事務事業である

351

事務事業の評価（Check）

備考欄（留意事項）チェック

中事業

主な
関連

予算・
事業名

大事業

平成２４年度事務事業

1
4.環境との共生

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり 款

対　　　象
（誰のために）

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている4

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

環境美化・環境保全活動事業

4 平成

主要施策

施　 策 環境保全の推進

25 3

項

目

3

1

事務事業の概要（Plan）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

市内の不法投棄箇所の削減と公衆衛生推進協議会のパトロールによる取組みを支援し、公衆衛生、環境保全を推進する。

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である ×

―

×効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

○

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

　現在は、市の職員が公衆衛生推進協議会各支部の事務局を
担っている。
　職員が減少するなか、市以外の人員による事務局体制につい
て検討していかなければならない。
　不法投棄防止カメラ設置事業は、県費の１/２補助があるも
のの高額な事業費となるため見直し、地域団体等と協力してポ
イ捨て防止用ネットの設置事業へ変更する。

○

―

×

○

公衆衛生推進協議会と行政連携して、公衆衛生、環境美化活動
を推進している。

不法投棄物の回収、看板・不法投棄防止カメラ設置など啓発事業に取組む。
吉田町内の可動堰の管理

コスト（千円）

25年度

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

―受益者負担を検証している

財源（千円）

―

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

効
率
性

内　　　容

3,152

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

単位あたりコストを削減することはできない

合計 2,079

人件費を削減しても、コストを削減することはできない ×

2,655 一般財源等

コスト

国県補助金等  直接事業費

1,248

576直接事業費 1,407

人件費

23年度 24年度

コスト（千円） 財源（千円）財源（千円） コスト（千円）

一般財源等合計

受益者負担

2,335 1,421 一般財源等

1,653

国県補助金等

人件費 受益者負担

1,499

受益者負担 ―

817 1,421 国県補助金等直接事業費

人件費

事務事業の効果を適正に把握している ○570

当初予定した実施項目が達成できた

合計 851 成果指標について当初設定した計画値が達成できた

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

○

千円

人

―

―

地域団体等と協力し、ポイ捨て防

3,152

100.00%

10.00

合計

人

指　標　名　等

2,079

0.20

－

7.00

－

実績値

－

必要人員

2,655

時間外勤務手当 千円

23年度

不法投棄回収処理量

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト①

合計

16.00

24年度

6.30

－

4.00

5.00

0.15

件

単位

ｔ 実績値

対　前　年　比

単位

計画値

単位当たりコスト②

コ ス ト

不法投棄防止カメラ設置数

90.48% －

400.00

計画値 －

4.00

人

2,335 1,421

5.70

千円

市内の不法投棄物を回収し、きれ
いセンターで処理した数量

25年度

3.00

－

3.00

－

20.00

―

―

活
動
・
結
果
指

今後の計画値
（計画年度）

年度

市内の不法投棄されたり、されやす
いような場所にカメラを設置する。
H23現在12箇所

高額事業費のカメラ設置事業を見直
し、平成25年度からネット設置事業
に変更する。

年度

目的が達成できるような事務事業の内容である

専門性をもった人材を活用できている

―

有
効
性

○

目標年度に目標を達成できそうである

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

○

○

合計

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

市民への情報提供を行っている市
民
参
画

851

備 考
（指標の計算方法、算式等）

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

資源配分の方向性

地域団体等と協力し、ポイ捨て防
止用のネットを設置する。

年度

年度

－

－

年度

他事業と統合する－－

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

　いわゆるポイ捨てが横行し、住民の苦情が絶えない。
  公衆衛生推進協議会の活動をこのシートへ統合する。各支部事務局員の
育成が必要である。(行政職員以外の人員）

備 考
（指標の計算方法、算式等）

継続する

休止、廃止をする

優先的に継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

改善により予算要求額変更内容

中村　慎吾主務課長氏名

改善項目 予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

①

年度

目標値
（目標年度）

年度

②

不要投棄防止の啓発活動
・不法投棄看板の設置
・不法投棄監視カメラの設置

6.30 5.70

20.00

23年度 24年度

－

5.0010.00

25年度

実績値

単位当たりコスト③

実績値
不法投棄防止ネット

対　前　年　比

ｍ

計画値

コ ス ト

計画値

単位

単位

市内の不法投棄物を回収し、きれい
センターで処理した数量。H22の
26.6ｔから大幅に減少している

－

400.00

－

－

計画値

実績値

単位

計画値

実績値

単位 計画値

　
　
成
果
指
標

単位

ｔ

指　標　名

指
標

実績値

不法投棄回収処理量

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度－実績値

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

351 市民部 市民生活課（環境美化・環境保全活動事業）



年 月 ～ 年 月 一般会計25 3

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

4.環境との共生

款
主な
関連

予算・
事業名

会計名

大事業

目

平成 19

環境衛生費

○

○

―

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

公害防止・苦情対策事業

4 平成

主要施策

施　 策 環境保全の推進

対　　　象
（誰のために）

市民

352

中事業

環境衛生に要する経費

4

（42）1126

4

電話
大田　雄司

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

項

事務事業の概要（Plan）

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

1

1

0826担当部課

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

1

市以外が実施主体になりえない事務事業である

衛生費

保健衛生費

国や県と重複のない事務事業である

1

備考欄（留意事項）

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

  市民が安心して暮らせる生活環境を守るために、公害の監
視、指導を強めていく必要がある。
  苦情が発生した場合、迅速に対応する必要がある、特に原因
者が事業者の場合、企業の責任として、今後発生しないよう対
策を講じるよう強く指導する必要がある。

チェック
チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、

「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

市民部　市民生活課

作成者氏名

○

○

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

環境保全事業

○

○

○

○

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

国県補助金等

受益者負担

コスト（千円）

0

財源（千円）

25年度

人件費

コスト（千円）

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

―

直接事業費

財源（千円）

○

合計

×

―

―

コスト

○

×

効
率
性

単位あたりコストを削減することはできない ○

―受益者負担を検証している23年度 24年度

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

コスト（千円）

2,081 2,893

国県補助金等

受益者負担受益者負担

直接事業費

人件費

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

通報などにより、発生現場を確認し、できる限りは早く現地へ急行し、発生原因者に直接指導をする。

0一般財源等

人件費

一般財源等

―

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

―合計 2,081

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

2,893

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

内　　　容

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

2,8932,081 一般財源等 合計

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

  野焼きの対応など市民生活課では指導の限界がある。　この
ため、安芸高田警察署での対応を依頼するなど、悪質な市民に
対しては厳しい指導をお願いしている。

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

大気汚染・騒音・悪臭・水質汚濁の苦情に対して、発生原因者に対し指導する。　広報等により住み良い環境づくりについ
て住民への啓発事業をした。　専門的知識等が必要な案件が多く、　水質汚濁防止法・大気汚染防止法など県が実施した研
修を受け知識の向上に努める。

権限委譲に向けて、専門的知識を持った職員が必要である。
野焼き防止は広報等による啓発で、住民意識も定着しつつあ
る。
水質汚濁については、関係機関、関係部署との連携により対応

○

○

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

人

0

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

―

市民への情報提供を行っている市
民
参
画

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

目的が達成できるような事務事業の内容である

有
効
性

―

―

合計

―

×

―

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

活
動
・
結
果
指

単位

件

件 －

0

千円

野焼き苦情による本庁職員出動件
数
(３月末）
　４件

年度

年度

千円

公害苦情による本庁職員出動件数
(３月末）
・騒音　　　　　３件
・悪臭　　　　　２件
・水質汚濁　　　４件
・死亡獣蓄　　１０件
・その他環境　　６件

0.25

単位当たりコスト①

今後の計画値
（計画年度）

27.00

24年度

実績値

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

苦情・指導件数（騒音・悪
臭・水質汚濁）

－

10.00

苦情・指導件数（野焼き）
計画値

実績値

10.00

－

11.00

－

10.00

－

－

－

10.00

40.00%

10.00

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている ×

目標年度に目標を達成できそうである

専門性をもった人材を活用できている

―

4.00

25.00

10.00

227.27%

10.00

10.00

10.00

10.00

単位当たりコスト②

コ ス ト

対　前　年　比

単位

23年度

時間外勤務手当

0.35

千円12.00

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

合計

人

指　標　名　等

2,081

必要人員

不法投棄苦情による本庁職員出動

2,8932,8932,081 合計

人

水質汚濁については、関係機関、関係部署との連携により対応
しているが、専門的な知識が必要である。
騒音・振動など市で対応しなければならない問題についても、
専門的な知識が必要なことや、法的な措置を講じることが出来
ない事案もあり解決に至らない。―

○

―

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

－

単位 計画値

実績値

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

　
　
成
果
指
標

単位

件

単位

計画値

実績値

指　標　名

即日対応件数

指
標

単位

単位

16.00

－

－

30.00

計画値

実績値

18.00

10.0010.00

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

苦情・指導件数（不法投
棄）

対　前　年　比

件

計画値

計画値

コ ス ト

10.00

112.50%

25年度

年度

－

－

－

23年度 24年度

20.00 47.00

30.00 30.00

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

不法投棄苦情による本庁職員出動
件数
(３月末）
　１８件（内回収　１２件）

目標値
（目標年度）

年度

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

－
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

優先的に継続する

　特に吉田町内の苦情は、隣近所から寄せられることが多く、市民
生活課職員で現地対応している。
　その他、各支所からの苦情に対しても市民生活課で現地対応をす
る場合も多くある。

①

②

他事業と統合する

年度

苦情現場に行き聞き取りは出来て
も、解決できないことがある。

年度

解決できていない課題

　苦情は、近所付き合いを悪くしたくない、問題を大きくしたくないという思い
を持っていながら、市役所へ相談されることが多く、対応しよとすると、匿名で
の指導は難しい。このため、法的な指導をするまでに至らない事案もある。
　吉田町以外の苦情についても各支所から対応を依頼されることも多く、市民生
活課職員だけでは対応に限界がある。
　内容によっては、専門的な知識が必要な場合や吉田町内の土地勘、人間関係な
どが分からない職員もいるため、対応できる職員体制を整えなければならない。

中村　慎吾
継続する

休止、廃止をする

改善項目

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果
苦情件数がゼロになることが望ましいが、ゼロの可能性は低い

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

352 市民部 市民生活課（公害防止・苦情対策事業）



年 月 ～ 年 月

○

○

主な
関連

予算・
事業名

会計名

1中事業

市以外が実施主体になりえない事務事業である

保健衛生費

河川等水質・臭気検査業務・騒音・振動規制事業

3 平成

主要施策

平成 16

4.環境との共生

25 3

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

施　 策 環境保全の推進

1

環境衛生に要する経費

4

対　　　象
（誰のために）

市民、河川周辺・道路周辺の市民、事業者

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ 353

環境保全事業費

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

他の事務事業と統合できない事務事業である

項

目

井木　一樹・住吉　育愛

款

0826

○社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

チェック

国や県と重複のない事務事業である

4

（42）1126

1

環境衛生費

一般会計

衛生費

1

担当部課
備考欄（留意事項）

平成２４年度事務事業

事務事業の評価（Check）

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

市民部　市民生活課

事務事業の概要（Plan）

作成者氏名

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である大事業

電話事務事業名

○

○

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

　市内の河川の水質状況を的確に把握するため、毎年度、調査
箇所や調査項目を確認し、必要と認められる場合は適宜追加し
ている。
　水質事故が発生した場合など、緊急調査を行なうことがあ
る。

○

○

○

○

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）財源（千円）

25年度

人件費

コスト（千円）

4,585

4,585

国県補助金等

受益者負担

コスト（千円）

直接事業費

受益者負担を検証している

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

効
率
性

一般財源等合計

―

財源（千円）

○

　毎年度、水質検査箇所を検討し、業者への検査委託により水質検査を実施し、結果は通知広報（回覧）にて市民に周知す
る。
　臭気については、苦情などにより測定が必要な場合に実施する。　振動規制に対し事業者への届出指導を実施する。平成
24年度から新たに建研委譲により自動車騒音調査を実施する。

コスト コスト（千円）

○4,585

1,998

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

3,238一般財源等

1,187

人件費 1,248 1,240

国県補助金等

人件費

23年度 24年度

合計合計

受益者負担受益者負担

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

市民が安全、安心して暮らせる生活環境を確保する。

3,238

直接事業費 ○事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

2,4352,435 一般財源等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

内　　　容

単位あたりコストを削減することはできない

○

○

―

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

○

×

○

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている 　検査箇所については旧町の検査箇所を基本的に踏襲してい
る。
　事業所の立地など精査し検査箇所が適正(必要)か、毎年検
討、見直しをする必要がある。
　水質検査は、実績などを基に選定した業者による指名競争入
札で検査委託先を決めており、検査客体の数が増えない限り、
毎年委託額が下落している。

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

―

×

　専門的な知識を持った職員がいないので、市民からの苦情や
相談ごとに明解な回答に苦慮することがある。

○

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

人

千円

4,585

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

　前年度の検査結果を通知広報（町別回覧）で市民に周知して
いたのを、市のホームページに掲載に変。

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

―

市民への情報提供を行っている市
民
参
画

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

年度

年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

生活環境の保全に関する基準（生
活環境項目）検査箇所数５３箇
所。
　人の健康の保護に関する基準
（健康項目）検査箇所数１１箇
所。
　※一部、上乗せ検査あり。

有
効
性

○

―

合計

―

目的が達成できるような事務事業の内容である

大気汚染事故や苦情がある場合な
ど、必要に応じて測定するため、
事案がなければ実施しない。

千円

○

×

○

4,585

専門性をもった人材を活用できている単位

箇所

回

3,238合計合計 3,238

0.15 人0.15

単位当たりコスト①

今後の計画値
（計画年度）

12.00

24年度

実績値

備 考
（指標の計算方法、算式等）

－

－

2.00 6.00

0.00

25年度

64.00

23年度

－

河川水質検査箇所数
64.00

825,300

－

64.00計画値

対　前　年　比

コ ス ト 1,186,500

64.00

0.00

#DIV/0!

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目標年度に目標を達成できそうである

×

○

－

12,895.31

－

64.00

100.00% －

6.00

18,539.06

－

単位当たりコスト②

コ ス ト

臭気・大気・水質検査回数
計画値

実績値

対　前　年　比

単位

指　標　名　等

2,435

必要人員

2,435

時間外勤務手当 千円7.00

活
動
・
結
果
指 振動規制区域における苦情防止に

人

○

○

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

実績値

　
　
成
果
指
標

単位

mg/ℓ

単位

％

河川水質検査項目の環境基
準達成率

計画値

実績値

指　標　名

浮遊物質量(ＳＳ)
(市内全検査地点の平均値)

自動車騒音面的調査実施
単位

計画値

単位

単位

年度

100.00

－

－

100.00計画値

実績値

100.00

100.00 100.00

大腸菌群数の項目を除く

25mg/ℓ以下 基準値　25mg/ℓ以下(環境基準
Ａ類型による)

年度

1.00

－

25年度
目標値

（目標年度）

0.00

回 実績値

単位当たりコスト③

実績値
振動規制指導件数

対　前　年　比

件

計画値

コ ス ト

計画値
指
標

0.00

年度

1.00

23年度 24年度

2.00 2.00

25mg/ℓ以下 25mg/ℓ以下

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

自動車騒音面的評価システムによる
調査業務の実施(一般国道54号線八千
代町向山～勝田間)

1.00

－

－
資源配分の方向性

完了した

振動規制区域における苦情防止に
向けた指導

－
主務課長氏名

 引き続き検査箇所・回数・項目の見直しを行う。
 検査箇所の位置情報のＧＰＳデータ化
 検査内容を理解し、説明できる専門的な職員の養成が必要である。

中村　慎吾
継続する

休止、廃止をする

縮小して継続する

年度

25mg/ℓ以下
①

②

改善項目

解決できていない課題

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

　検査箇所・回数・項目の見直し。
　各検査箇所について、詳細な地図及び写真による位置情報を作成
した。
　権限委譲により自動車騒音面的調査を実施し、その結果環境基準
を超えていたので、関係機関へ通知を行った。

予算（大事業）名

優先的に継続する

他事業と統合する－ #DIV/0!

0.00

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

％

指標化できない成果

－実績値 100.00 100.00 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

353 市民部 市民生活課（河川等水質・臭気検査業務・騒音・振動規制事業）



年 月 ～ 年 月25 3

1
4.環境との共生

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり 款

一般廃棄物収集運搬業者・一般廃棄物者分業者

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

一般廃棄物処理施設の設置等申請許可事務事業

4

531

項

目

1

1

中事業

主な
関連

予算・
事業名

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ 安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

大事業

1

対　　　象
（誰のために）

会計名平成

主要施策

施　 策 環境保全の推進

平成 22

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている4

電話
大田　雄司

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

環境衛生費

一般会計

担当部課
チェック

―

市以外が実施主体になりえない事務事業である

国や県と重複のない事務事業である

備考欄（留意事項）

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

県の事務移譲を受けており、市での対応となる。事務事業実施
に当たっては、専門的な知識と経験を有する職員の養成が必要
である。

○

―

環境保全事業

保健衛生費

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

―

市民部　市民生活課 0826
（42）1126

衛生費

―

×

作成者氏名

○

―4

妥
当
性

環境衛生に要する経費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である ○

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

0 成果指標について当初設定した計画値が達成できた

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

×

―

当初予定した実施項目が達成できた ―

財源（千円）

効
率
性

―

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

事務事業の効果を適正に把握している

―

0 国県補助金等直接事業費

合計

受益者負担

0

受益者負担

一般財源等

財源（千円） コスト（千円）

0

一般廃棄物の収集、運搬、処分を業として行おうとする者への、申請、許可、指導事務

国県補助金等

人件費 人件費

コスト（千円）

23年度 24年度

コスト（千円） 財源（千円）

0 413

直接事業費 0

人件費

413

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

一般廃棄物の適正な処理を確保するため。

受益者負担

0 一般財源等合計一般財源等

コスト

国県補助金等  直接事業費

合計 0

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

内　　　容

413

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

受益者負担を検証している25年度

単位あたりコストを削減することはできない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

―

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である ―

―

県の事務移譲を受けており、市での対応となる。事務事業実施
に当たっては、専門的な知識と経験を有する職員の養成が必要
である。

×

県の事務移譲を受けており、市での対応となる。事務事業実施
に当たっては、専門的な知識と経験を有する職員の養成が必要
である。

―

×

×

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円
改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

―

―

市民への情報提供を行っている

目的が達成できるような事務事業の内容である

専門性をもった人材を活用できている

―

―

市
民
参
画

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

―

目標年度に目標を達成できそうである

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

―

―

有
効
性

―

×

合計

人

25年度

活
動
・
結
果
指

件

千円

0

実績がない単位

件

413

実績値

0.00

千円

人

0

今後の計画値
（計画年度）

年度

－

実績がない

年度0.00

#DIV/0! －

計画値

合計

4.00

24年度

0.00

－

0.00

0.05

単位当たりコスト②

対　前　年　比

コ ス ト

実績値

単位

単位当たりコスト①

対　前　年　比

コ ス ト

－

許可件数

立入件数

－

－

計画値

時間外勤務手当 千円

23年度

0.00

#DIV/0!

合計

人

指　標　名　等

0

必要人員

－

－

0.00

413

―

×

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

申請・許可・指導件数

単位

　
　
成
果
指
標

単位

件

指　標　名

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値

実績値

単位

指
標

計画値

実績値

単位

単位

目標値
（目標年度）

年度

－

実績がない

－

－

年度

年度

計画値

実績値

－

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

－ －

－

－

23年度 24年度

0.00 0.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

　平成22年度から県の事務移譲を受けたが、実績はない。

年度

25年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

改善により予算要求額変更内容

解決できていない課題

　芸北広域きれいセンターでの処理が主体であるため、民間事業者での
設置は考えにくい。しかしながら、今後、芸北広域きれいセンターから
委託処理を民間事業者が受けて実施する場合が考えられる。
　その際には、平成22年度から県の事務移譲を受けた市で対応すること
になり、経験・知識も無く、申請受付や立入検査など膨大な事務処理が
必要になることが想定される。

今年度までに実施した改善内容

改善項目

①

②

中村　慎吾主務課長氏名

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

－ 年度実績値

該当件数がない
③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

531 市民部 市民生活課（一般廃棄物処理施設の設置等申請許可事務事業）



年 月 ～ 年 月

衛生費

保健衛生費

環境衛生費

環境衛生に要する経費

環境政策事業費

4.環境との共生
目

主要施策

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

環境基本計画実施事業

4 平成

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 2523 3

対　　　象
（誰のために）

・市民
・市内の事業者
・市行政機関

施　 策 環境保全の推進
1中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

款

項

4

1

事務事業の概要（Plan）

550

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

1

市民部　市民生活課

1

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている4

電話
岡村　千夏

備考欄（留意事項）チェック
0826

（42）1126

一般会計

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

担当部課

作成者氏名

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

国や県と重複のない事務事業である

○市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

○

×

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

・市内で回収された古紙をトイレットペーパーに再生し、本庁
舎・支所等の公共施設で活用し、市民啓発を行った。
・環境啓発事業としてかんきょう祭inあきたかた～2012発見
～を開催し、エコキャラクターの選定や環境啓発標語、緑の
カーテンフォトコンテストなどの募集・表彰を行った。
　応募数　エコキャラクター7作品
　　　　　環境啓発標語32作品
　　　　　緑のカーテンフォト9作品
・国や県で取り組んでいいる事業へも参加しているが、市民へ
環境問題を広く啓発していく取組は、市単独事業としてとても
大切である。また、環境意識の高い市民などが実施団体を構成
し、事業展開していくような仕組みづくりが必要である。

○

○

○

○

○

×

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

9,069 7,269 一般財源等2,903

人件費 受益者負担

4,287

当初予定した実施項目が達成できた

4,287 一般財源等

人件費 4,546

 直接事業費 4,523

人件費

・市民・事業者・行政の各主体が協働した環境保全活動の推進を図ることで、地域の環境情報が共有でき、環境配慮の意識
が高いまちをめざす。
・市内の自然環境や田園風景を守り、将来の世代に承継していく。

・「環境もやい☆安芸高田」（仮称）の設立　　　・リユース文化形成プロジェクトの実施
・「水すまし隊」の設置要領の作成と結成　　　　・文化・歴史の保全プロジェクトの実施
・「全域生態圏」プランの作成　　　　　　　　　・あきたかた交流イベント企画のプロジェクトの実施
・環境に優しい農業プロジェクトの実施　　　　　・「省エネビジョン」具体化＆創エネ研究プロジェクトの実施

コスト（千円）

国県補助金等 1,800 2,903 事務事業の効果を適正に把握している

財源（千円）

2,903

直接事業費

合計

受益者負担

合計

4,161 受益者負担

一般財源等 ―

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

126

財源（千円） コスト（千円）

25年度23年度 24年度

財源（千円）

直接事業費 国県補助金等

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

単位あたりコストを削減することはできない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

受益者負担を検証している

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある効
率
性

コスト コスト（千円）

合計

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

×

○

　平成23年3月に策定した環境基本計画には、実施すべき事業
内容が各部局に横断的にかかわっており、既に実施している事
業や今後、新たに協議して実施していく事業など、洗い出しの
整理ができていいない。

　環境基本計画は、実施すべき事業内容が各部局に横断的にか
かわっており、事業や今後、新たに協議して実施していく事業
など、洗い出しの整理が完全にはできていいない。
　環境教育の実施にあたり、専門的な知識が必要な内容もあ
り、市職員で対応できないため、民間業者へ業務委託し実施し
ている。
　また、環境意識の高い市民などが実施団体を構成し、事業展
開していくような仕組みづくりが必要である。

し、事業展開していくような仕組みづくりが必要である。

×

○

○

×

○

○

○

×

○

×

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

9,069 7,269 2,9034,287

25年度

0.50

千円43.00

24年度23年度

24.00

4,287

千円

人

8.00

0.55

○

―

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

備 考
（指標の計算方法、算式等）

―

○

○

2,903

目標年度に目標を達成できそうである

○

職員の能力開発のための対策は十分になされている

市
民
参
画

合計合計

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

市民への情報提供を行っている

―

○活
動
・
結
果
指

単位

件

件

対　前　年　比

実績値

指　標　名　等

コ ス ト

単位当たりコスト②

単位

0.00

対　前　年　比

コ ス ト

－

単位当たりコスト①

重点プロジェクト実施件数

かんきょう祭inあきたかた
～2012発見～開催

計画値

必要人員

時間外勤務手当

年度

1.00

－

－

2,020,707

1.00 －

－

#DIV/0! －

1.00

－

2,020,707.00

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

千円

8.00

1.00

15.00

121,800.00

1,827,000

－

実績値

計画値

1.00
改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

安芸高田市内で回収した古紙を再

合計

人

・環境もやい☆あきたかたは会員募集中である。
・かんきょう祭inあきたかた～2012発見～では安芸高田市公
衆衛生推進協議会、安芸高田市ブランド住宅協同組合、市内外
業者のブース展示を行った。

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

・「環境もやい☆あきたかた」設立　委員17名
・「環境もやい☆あきたかた」委員会（8回）
・戸島川生き物探検隊
・下水処理場見学
・かんきょう祭inあきたかた～2012発見～の開
催
・美土里小学校　川の学習（2回）
・美土里小学校　山の学習

年度

有
効
性

人

整理ができていいない。
　環境教育の実施にあたり、専門的な知識が必要な内容もあ
り、市職員で対応できないため、民間業者へ業務委託し実施し
ている。

○

○

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

－

23年度
　
　
成
果
指
標

単位

件

単位

計画値

実績値

指
標

単位

単位

年度

年度

目標値
（目標年度）

－

－

－

24年度

1.00

655,200

計画値

実績値

計画値

コ ス ト

対　前　年　比

実績値

単位当たりコスト③

古紙回収再生事業
1.00

－ －

－

件

計画値

実績値

年度

改善項目

655,200.00

1.00
改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

完了した休止、廃止をする他事業と統合する

優先的に継続する

安芸高田市内で回収した古紙を再
生しトイレットペーパー（8,000
ロール）を製造し、本庁・支所で
使用し市民への啓発を図る。

縮小して継続する継続する年度

年度

改善により予算要求額変更内容

①

②

予算（大事業）名

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

環境もやい☆あきたかたを設立し、本市では初のエコフェアーであ
る第1回かんきょう祭あきたかたを開催した。
この祭の中で、エコマスコットキャラクター製作や緑のカーテンの
設置、エコ標語募集、環境関連ブースの設置など市民へ向けた新た
な啓発事業を行った。

主務課長氏名 中村　慎吾資源配分の方向性

解決できていない課題

重点プロジェクトの年度別の具体的な事業の中で、スケジュールどおり
に実施できていない事業がある。
重点プロジェクトを推進していくうえで、市役所内の庁内体制をもっと
構築する必要がある。

備 考
（指標の計算方法、算式等）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

－

指標化できない成果

年度

環境基本計画全体の事業実施計画が具体的に策定されていないため、事業実施内容が多岐にわ
たっており、数値で成果指標を選定できない。

実績値

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

550 市民部 市民生活課（環境基本計画実施事業）



年 月 ～ 年 月

項

目 塵芥処理費

塵芥処理に要する経費

4.環境との共生

中事業

対　　　象
（誰のために）

市民

354

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

25 3

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

款

担当部課

事務事業の概要（Plan）

衛生費

一般会計

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

芸北広域環境施設組合

4 平成

大事業

主な
関連

予算・
事業名

○

○

1

電話
岡村　千夏

市民のニーズを的確に把握している

0826
（42）1126

清掃費

市民部　市民生活課

4

1

塵芥処理事業費

2

2

作成者氏名

1 ○

○

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

施　 策 ごみの減量化・資源化の推進

主要施策

平成 19

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である ×

○

○

備考欄（留意事項）

・芸北広域環境施設組合への経由事務であるため、市民生活課
では直接調べることができない内容は、組合へ問い合わせで、
市民を待たせてしまうことがある。
・施設稼働後、17年を経過し、今後の施設修繕や更新のため
の延命化計画を策定する予定である。民間事業者との協力も視
野に入れて施設整備の内容も検討しなければならない

○

チェック

○

国や県と重複のない事務事業である

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

23年度 24年度

2,067

260,504

260,504

効
率
性

受益者負担

受益者負担を検証している

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

合計

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

合計

財源（千円）

人件費

260,504一般財源等

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

2,081人件費

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費

財源（千円）

国県補助金等

コスト（千円）

直接事業費

232,861 240,442240,442 一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

 直接事業費 国県補助金等238,375230,780

一般財源等232,861 合計

・1人当たりのごみ処理金額は、負担金を人口で割った値とし
ている。平成23年度は起債が終了したため負担金が大幅に減
額となった。そのため、1人当たりのごみ処理金額が減少した
ように見える。

×

・芸北広域環境施設組合は、北広島町と安芸高田市の一部事務
組合であり、ごみ収集方法や運営形態など、本市のみの意見や
提案では削減できないこともある。
・施設稼働後、17年を経過し、今後の施設修繕や更新のため
の延命化計画を策定する予定である。

×

○

コスト（千円）

一般廃棄物の収集・処理を行っている芸北広域環境施設組合と連携・協力し、市民に安心できるごみ処理環境を安定的に提
供する。

・芸北広域環境施設組合への負担金の支払い。
・ごみ袋販売店へごみ袋の受け渡し。
・芸北広域環境施設組合への届出受付事務。
・市民へごみ収集カレンダーを配布し、ごみ収集日や正しいごみの排出方法を周知する。

財源（千円）

×

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

×

×

○

○

○

―

―

単位あたりコストを削減することはできない

○

○

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

○

―

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

目標年度に目標を達成できそうである

目的が達成できるような事務事業の内容である

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

芸北広域環境施設組合からの報告
されるきれいセンターで処理され
る実績

260,504

備 考
（指標の計算方法、算式等）

市
民
参
画

今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

合計

活
動
・
結
果
指

単位

kg

対　前　年　比

計画値

単位当たりコスト①

kg

単位

対　前　年　比

実績値

合計

時間外勤務手当

コ ス ト

単位当たりコスト②

260,504

7,231,430.00

0.25

232,861

0.25

240,442240,442

102.46% －

コ ス ト

家庭系ごみ処理量
実績値 －

有
効
性

人

千円千円

年度

芸北広域環境施設組合からの報告
されるきれいセンターで処理され
る実績

年度

25年度

－

必要人員

7,542,540.00

－

4,499,730.00

人

232,861

ごみ処理量

－

計画値

合計

4,514,980.00

4,299,210.00

7,231,430.00

千円

23年度

12.00

指　標　名　等

19.00

24年度

100.34%

7,231,430.00

7,728,320.00

4,299,210.00

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

－

4,299,210.00

－

○

×

ように見える。
・燃えるごみの量が増加した。野焼きをしなくなったことや、
有害鳥獣対策で生ごみを畑などへ撒かなくなったことが原因で
あると考えられる。

人 成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている－

・ボランティアで地域の清掃をされる団体にごみ処理手数料減
免袋を配布している。

―

市民への情報提供を行っている

×

―事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

　
　
成
果
指
標

単位

g

指
標

単位

単位

計画値

実績値

１人1日当たりのごみの排
出量

1人当たりのごみ処理金額
単位

円

指　標　名

実績値

単位当たりコスト③

実績値

単位

計画値

コ ス ト

計画値

計画値

－

計画値

実績値

－

－

－

7,259.06

各年度のごみ処理量を年度末の人
口で割り、365日で割った数字

649.99

対　前　年　比

677.40

626.10

24年度

626.10 626.10

実績値

－

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

－

年度

年度

年度

23年度

7,259.06 各年度のコストを年度末の人口で
割った数字

9,514.87

7,259.06 8,103.72

年度

解決できていない課題

建設から17年が経ち、施設の更新または延命化の方針を定める必要があ
る。
市民啓発を行っているが事業系・一般家庭からの搬入されるごみ処理量
は、年々増加する傾向にある。

改善項目

今年度までに実施した改善内容

きれいセンターのごみ処理量を削減するため、市の事業として家庭
用生ごみ処理機の購入補助や、資源回収団体へ補助事業を実施して
いる。

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

完了した

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

中村　慎吾
継続する

－

－

目標値
（目標年度）

25年度
予算（大事業）名

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

円 実績値 － 年度7,259.06 8,103.72

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

354 市民部 市民生活課（芸北広域環境施設組合）



年 月 ～ 年 月

4 衛生費

清掃費2

塵芥処理費

項

2

対　　　象
（誰のために）

市民及び、資源ごみの回収運動を実施する子ども会、女性会、PTA、行政区域等の住民団体。

塵芥処理事業費

主な
関連

予算・
事業名

会計名 1 一般会計

中事業

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

4.環境との共生

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

主要施策

3

款

大事業

事務事業名

実施期間

ごみ減量化対策（資源ごみ補助事業）

4平成 8 平成 25

塵芥処理に要する経費

目

施　 策 ごみの減量化・資源化の推進
1

1

355

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

（42）1126

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

担当部課

作成者氏名
電話

住吉　育愛

0826 チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

市民部　市民生活課
備考欄（留意事項）チェック

   資源物のリサイクル活動の推進及び環境に対する市民の環境
意識の向上し、分別等のルールが行き渡りやすく、リサイクル
の質も向上するため、本事業は有効である。また住民団体は、
資源回収を通じ、地域のコミュニティー作りや補助金を利用し
地域の活動資金の増加による地域活性化を図る。
    1キログラム当たり10円という補助金額は、県内の市町と
比べても高い単市補助金である。今後は、財源確保が困難な状
況になるため、金額や他事業との組み合わせなどによる見直し
が必要である。

×

○

○

×

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

国や県と重複のない事務事業である

市民のニーズを的確に把握している

○

○

○

○

市以外が実施主体になりえない事務事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている ○

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

一般財源等8,200 8,200

国県補助金等

人件費 受益者負担

○

当初予定した実施項目が達成できた2,893

×

―

○

×

24年度

国県補助金等

財源（千円）

合計10,760

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

8,200

コスト（千円）財源（千円）

 直接事業費国県補助金等 直接事業費

25年度23年度

団体による資源ゴミ回収の活動に対して補助をおこなう。
・団体補助　　　古紙類・アルミ缶・スチール缶・ペットボトル　１０円/ｋｇ
廃食油の回収センターを本庁、各支所及び地域へ設置し、廃食油を回収し、ＢＤＦへ精製し、バスや農機具の燃料として再
利用を行う。

人件費

合計 10,760

受益者負担2,497 受益者負担

一般財源等10,46710,467 一般財源等

×

　目標とする資源回収量を上回っていないが、団体及び量は
年々増加傾向にある。

   資源回収物のきれいセンター搬入量は、年々減少しており、
また、廃食油を回収することで、BDFに精製され、市が芸北広
域環境施設組合に支払う負担金が減る。
　1キログラム当たり10円という補助金額は、県内の市町と比
べても高い単市補助金である。今後は、財源確保が困難な状況
になるため、金額や他事業との組み合わせなどによる見直しが
必要である。

×

×

○

×

○

資源ごみ（古紙類・アルミ缶・スチール缶）及び廃食油のリサイクル活動の推進。
処分されるごみを減らし、循環型社会の構築を目指す。
リサイクルに対する住民意識の向上

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

内　　　容

効
率
性

コスト

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

事務事業の効果を適正に把握している

合計

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

単位あたりコストを削減することはできない

受益者負担を検証している

直接事業費 7,970

コスト（千円）コスト（千円）

7,867

人件費

財源（千円）

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

○

○

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

8,200 8,200

10.00

98.71%

－

○

○

年度 ○

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

　資源回収は通知広報を利用し、未実施地区への働きがけの実
施。
廃食油回収は各支所へステーション設置と地区回収ステーショ
ンの設置を通知広報屋、広報あきたかたを利用し、市民に周
知。

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

平成24年度内訳（平成25年3月
31日現在）
　古紙　　　　　700,249kg
　アルミ　　　　  41,397kg
　スチール　　　  22,223kg
　ペットボトル　  22,813kg

有
効
性 目的が達成できるような事務事業の内容である

市民への情報提供を行っている

吉田町　　67団体
八千代町　16団体
美土里町　18団体
高宮町　　23団体
甲田町　　  2団体
向原町　　17団体

市
民
参
画

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

備 考
（指標の計算方法、算式等） 事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

専門性をもった人材を活用できている

24年度
今後の計画値
（計画年度）

－

年度－

820,000.00

目標年度に目標を達成できそうである千円

―

×

―

×

○

○

○

人 成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

千円

活
動
・
結
果
指

単位

団体

対　前　年　比

コ ス ト

資源ごみ回収量

単位当たりコスト②

ｋｇ

人

合計10,760

25年度

27.00

786,682.00

105.15%

155.00

－

合計 10,760

150.00

143.00

0.35

5.00

計画値 896,000.00

実績値

－

－

7,866,820

-

136.00

796,973.00

単位当たりコスト①

回収団体登録数

－

854,000.00

－

対　前　年　比

単位

実績値

10,467

必要人員

10,467

0.30

3.00

人

指　標　名　等

時間外勤務手当 千円

23年度

14.00

計画値 130.00

コ ス ト

吉田町　2件

―

成果指標について当初設定した計画値が達成できた合計

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

7.00

－

単位

－

団体回収によるごみ減量化のため、
購入が必要なかったごみ袋の金額。

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

　
　
成
果
指
標

単位

円

単位

円

団体回収参加家庭全体のご
み袋代寄与額

計画値

実績値

指　標　名

指
標

廃食油回収量
単位

単位

計画値

計画値

実績値

団体回収によるごみ減量化に起因
して、市町負担金が減少した額。

年度5,338,000.00 5,249,000.00 －
芸北広域組合負担金寄与額

実績値

6,497,794.00 7,337,552.00

8,121,314.00計画値

5.00

23年度 24年度

-

-

ℓ 実績値

単位当たりコスト③

実績値

廃食油回収地域回収ステー
ション設置数

対　前　年　比

件

計画値

コ ス ト

5,654,000.00

720.00

25年度

3.00

年度

-－

－

－

－

－

年度

年度

優先的に継続する

　1キログラム当たり10円という補助金額は、県内の市町と比べて
も高い補助金額である。このことできれいセンターへの持ち込み量
が減っており、施設の延命化の一助となっている。
　また、資源回収を通じ、地域のコミュニティー作りや地域の活動
資金の増加により、地域が活性化している。

解決できていない課題

　資源回収を行なう団体は毎年度増加しているが、八千代町、美土里
町、高宮町では取組まれていない地区が多く、出前講座や広報活動を積
極的に行なわなければならない。
  また、新たな取組みとして、資源回収団体等へ廃食油回収の協力をお願
いしていかなければならない。

改善により予算要求額変更内容

中村　慎吾
継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

吉田町　2件
甲田町　2件
向原町　2件
高宮町　1件

目標値
（目標年度） 改善項目

①

②

主務課長氏名

年度

備 考
（指標の計算方法、算式等）

吉田町340ℓ　　美土里町60ℓ
甲田町100ℓ　　高宮町20ℓ
八千代町80ℓ　  向原町120ℓ

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

－

活動・成果指標の回収団体登録数、資源ゴミ回収量が毎年増えているということは、回収参加
者のごみ減量化・環境問題への意識が高まっているといえる。

円

指標化できない成果

実績値 6,497,794.00 7,337,552.00

③

年度
ｱｳﾄ

ｶﾑ

355 市民部 市民生活課（ごみ減量化対策（資源ごみ補助事業）



年 月 ～ 年 月

中事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目

款

平成 19

塵芥処理費

一般会計

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

4

家庭ごみ適正排出事業

主要施策

25 3

施　 策 ごみの減量化・資源化の推進

4.環境との共生

対　　　象
（誰のために）

・市民

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

平成

356

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

0826
（42）1126 

市以外が実施主体になりえない事務事業である

衛生費

清掃費

塵芥処理事業費

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

担当部課

作成者氏名

1

大事業

○

・安芸高田市は、北広島町と芸北広域環境施設組合を設立し、
一般廃棄物処理を実施している。　この運営上、ごみの分別方
法、収集日などのルールを周知徹底するため、ごみカレンダー
を作成し、啓発しているが、問い合わせが絶えない。
・住民の高齢化に伴い、近い場所へのごみステーション新設の
相談が増えた。

○

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

電話
岡村　千夏

市民のニーズを的確に把握している

妥
当
性

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

事務事業の概要（Plan）

市民部　市民生活課
事務事業名 備考欄（留意事項）

○

○

×

○

○

○

○

4

国や県と重複のない事務事業である

2

2

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1 塵芥処理に要する経費

チェック

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

市民のニーズが適正に反映されている

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

合計

―

○

1,653

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

効
率
性

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している ○

×

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている ○

○

単位あたりコストを削減することはできない

コスト（千円）

・ごみカレンダーの配布、通知公報、電話対応により、ごみの分別を周知する。
・ごみステーションの設置（新規・増設・自然災害に伴う修理）に対して補助金交付を行う。
・ごみステーション設置事業補助金の受付業務

財源（千円）

 直接事業費

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費 1,248 受益者負担受益者負担

一般財源等1,756

人件費

1,365 一般財源等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 117

コスト（千円）

103

コスト（千円）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

・ごみの分別収集を推進する。
・ごみステーションの整備を行い、周辺地域の環境保全及び公衆衛生の向上を図る。

23年度

受益者負担

コスト

内　　　容

国県補助金等 国県補助金等国県補助金等 240

240一般財源等240

人件費

合計 1,365 合計 成果指標について当初設定した計画値が達成できた ×

・ごみステーションの新設の相談を数件受けたが、新設の条件
を満たしていなかったため、補助金の対象とならなかった。

・従前は、ごみカレンダーは各支所で作成していたが、平成
23年度から各町の様式が異なっていたため、全て本庁で実施
し各町へ配布しているため、本庁業務量が増えている。
・ステーションに対する補助金も単市補助であるため、見直す
ことも必要である。

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

○

○

×

―

○

○

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

24年度

1,756

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円
改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

・ごみステーションの管理は地域にお願いしている。事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

コ ス ト

対　前　年　比

市
民
参
画

○さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

○

○

合計

○

目標年度に目標を達成できそうである

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

○市民への情報提供を行っている

単位

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

○

専門性をもった人材を活用できている

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

活
動
・
結
果
指

台

枚

0.15

ごみの収集カレンダー配布
枚数

単位

単位当たりコスト②

計画値

対　前　年　比

備 考
（指標の計算方法、算式等）

人人

千円

12,100.00

25年度24年度

1,7561,365 240240

千円

今後の計画値
（計画年度）

・用紙は、芸北広域環境施設組合
からの提供。
・本市に転入された方用のゴミカ
レンダー予備を用意している。

年度

単位当たりコスト①

実績値

・補助金額はごみステーション購
入金額の2分の1．ただし、上限
4万円。
・増設の場合、恒常的にごみがあ
ふれていることと、地域で資源回
収を行っていることが条件。

年度

12,000.00

12,000.00

12,100.00

178,100コ ス ト

6.00

5.00

－

35,620.00

合計

人

指　標　名　等

1,365

必要人員

7.00 千円

23年度

合計

16.00時間外勤務手当

ごみステーション設置補助
台数

－

3.00実績値

計画値

34,333.33

103,000

－

60.00%

6.00

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

－

－

12,000.00

－

－99.17%

－

有
効
性

×

○

―

○

6.00

0.20

1,756

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

単位

単位

指　標　名
　
　
成
果
指
標

単位

単位

指
標

単位 計画値

実績値

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

－

－

計画値

実績値

計画値

実績値 年度

23年度 24年度

－

25年度
備 考

（指標の計算方法、算式等）

年度－

年度

年度

－

－

計画値

コ ス ト

計画値

①

②

改善により予算要求額変更内容

解決できていない課題

分別が徹底されず、収集車が持ち帰れない場合がある。
名前などが不明の場合は、指導も出来ず、ステーション管理者も困って
いる状況がある。
この事業は、関連する他の事務事業評価シートと統合して整理する。

年度

目標値
（目標年度）

主務課長氏名
優先的に継続する

今年度までに実施した改善内容

資源配分の方向性
完了した

縮小して継続する
中村　慎吾

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する－

分別の種類を増やしてリサイクル量の増加と、焼却量の減少を図っ
てきた。
また、ゴミカレンダーも市民からの要望を取り入れながら、わかり
やすように工夫を重ねてきた。

予算（大事業）名改善項目

－

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

－実績値 年度

ごみの排出日、分別方法が周知徹底できた。
③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

356 市民部 市民生活課（家庭ごみ適正排出事業）



年 月 ～ 年 月

○

○

―

―

―

担当部課

作成者氏名
備考欄（留意事項）

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

市民部　市民生活課 0826
（42）1126

国や県と重複のない事務事業である

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

電話
大田　雄司

妥
当
性

廃棄物処理対策事業費

環境衛生に要する経費

産業廃棄物の諸分業の許可権限は、県が持っているが、地域で
の実態を周知しているため市が県と連携して事務を行ってい
る。

市民のニーズが適正に反映されている

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

大事業

チェック

○

―

○

○市民のニーズを的確に把握している

357

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である項

目

3中事業

事務事業の概要（Plan）

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

主な
関連

予算・
事業名

会計名

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

産業廃棄物処理業者指導業務

4

対　　　象
（誰のために）

市民　市内関係事業所

平成

主要施策

施　 策 ごみの減量化・資源化の推進
1

款

1

4

4

平成 19

環境衛生費

一般会計25 3 1

4.環境との共生

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

保健衛生費

衛生費

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である ―

―

―

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

専門的知識のある県の職員と地域の実情を認識している市の職
員とが協力することによって、事務を適正にスムーズにすすめ
ることができる。

―

×

―

―

―

―

132

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

一般財源等 ▲ 132一般財源等合計

人件費

単位あたりコストを削減することはできない
事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

内　　　容

1,108

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

1,1161,248 一般財源等

コスト コスト（千円）

効
率
性

受益者負担

―合計 1,240合計

23年度 24年度

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

適正な処理と管理を行っているか県と連携し、監視する。

25年度

人件費受益者負担1,248 1,240

直接事業費 0

県と連携して立ち入り調査を実施する。　地元住民から公害発生の不安が起こらないよう、地域環境には十分気をつける。
業者指導は、県の事務事業となっているが市職員もある程度の知識を持っていないと、問い合わせなどに対応できないた
め、専門的知識の習得が必要である。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

コスト（千円）

132

財源（千円）コスト（千円）

国県補助金等 0 132

財源（千円）

人件費 受益者負担

―

○

受益者負担を検証している

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた ―

成果指標について当初設定した計画値が達成できた0

国県補助金等直接事業費

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

―

―

○

▲ 132合計

0.15

1,108

23年度

－

人

指　標　名　等

1,116

必要人員

1,248

時間外勤務手当 千円

コ ス ト

0.00

コ ス ト

実績値

－

－

100.00% －

3.00

有
効
性

―

―

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

－

3.00 3.00

－

－

4.00 －

#DIV/0!

周辺地域パトロール

立入件数

計画値

単位当たりコスト①

実績値 3.00

計画値

対　前　年　比

単位当たりコスト②

人

千円

施設の周辺地域のパトロールを実
施する

年度

年度

今後の計画値
（計画年度）

25年度

0.15 人

12.00

24年度

7.00

合計 1,240合計

回

対　前　年　比

単位
活
動
・
結
果
指

単位

件

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

専門性をもった人材を活用できている

―

目標年度に目標を達成できそうである

成果指標について当初設定した計画値が達成できた0

産業廃棄物保管施設、処分場への
立入件数

市
民
参
画

千円

備 考
（指標の計算方法、算式等）

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

―

―

―市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

優先的に継続する

改善項目

②

　業者指導など主務は、県の事業ではあるが、市職員もある程度の知識
を持っていないと、問い合わせなどに対応できない。職員の専門的知識
の習得が必要であるが、他の業務の兼務によりなかなか出来ていない。

目標値
（目標年度）

年度
①

年度

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

解決できていない課題

中村　慎吾
－

　産業廃棄物施設への立入権限を職員４名が取得した。
　現行の施設で操業時の騒音や黒煙などの苦情があり、現地調査の
上県へ報告した。
　北広島町に設置計画のある産業廃棄物処理施設の動きが出てきた
ため、下流にあたる八千代町の関係地域と説明会を実施した。

－

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

年度

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

年度

23年度 24年度

1.00 7.00

0.00 0.00

－

－

0.00

25年度

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比 －

計画値

実績値 －

－

計画値

計画値

コ ス ト

単位

計画値

実績値

指　標　名

苦情件数

指
標

単位

実績値

　
　
成
果
指
標

単位

件

単位

単位 計画値

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 －

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

357 市民部 市民生活課（産業廃棄物処理業者指導業務）



年 月 ～ 年 月

目

25 3

主要施策 4.環境との共生

主な
関連

予算・
事業名

款

○

×

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

生ごみ処理機補助事業

13

施　 策 ごみの減量化・資源化の推進

平成 4 平成

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

対　　　象
（誰のために）

・生ごみ処理機を導入する市民

中事業

大事業

項 2 緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

0826
（42）1126 

1

塵芥処理事業費

衛生費

塵芥処理費

塵芥処理に要する経費

2

358

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

清掃費

市民部　市民生活課

一般会計

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
住吉　育愛

市民のニーズを的確に把握している

4

担当部課

作成者氏名

1

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

国や県と重複のない事務事業である

チェック 備考欄（留意事項）

○

・芸北広域きれいセンターは老朽化が進んでおり、可燃ゴミの
内、施設への負担が大きい生ごみの搬入を抑制するため、生ご
み処理機を普及させなければならない。
・今後は、財源確保が困難な状況になるため、補助金額の見直
しが必要である。

×

○

○

○

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である ○
事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

832 827人件費

23年度

○

合計

―

×

○

×

○

○

―

人件費

効
率
性

受益者負担

受益者負担を検証している

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

国県補助金等1,000

単位あたりコストを削減することはできない

1,000 1,000一般財源等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

コスト（千円）

700

コスト（千円）

直接事業費

財源（千円）

24年度

受益者負担 人件費 受益者負担

合計

・生ごみ減量化を図る
・循環型社会の形成を目指す。

・生ごみ処理機を導入する市民に、購入価格の2分の1、2万円を上限に補助金を交付する。
・生ごみ減量化対策助成金申請の受付業務。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

25年度

直接事業費 1,000

財源（千円）

1,5271,527 一般財源等合計 1,832 1,832一般財源等

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

○

・生ごみの水分量は全体の７割を占めるため、生ごみ処理機が
普及し、使用されることにより、生ごみの軽量化につながり、
芸北広域きれいセンターへの燃えるごみの搬入料の減少に効果
的である。

×

○

・生ごみ処理機を利用促進することで、生ごみの搬入要請につ
ながっているが、目標達成のため積極的に広報することが必要
である。

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

×

○

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

職員の能力開発のための対策は十分になされている

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

目標年度に目標を達成できそうである

年度

・助成金額は生ごみ処理機購入価
格の2分の1．だたし、2万円を
上限とする。

○

―

合計

―

専門性をもった人材を活用できている

有
効
性

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

1,000 1,000

千円

単位

台

生ごみ処理機助成金交付台
数

計画値

活
動
・
結
果
指

備 考
（指標の計算方法、算式等）

千円

合計

8.00

人

実績値

単位当たりコスト①

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

－

608,490

－

コ ス ト

今後の計画値
（計画年度）

人

1,527

50.00

－ 年度

－

32.00

19,015.31

50.00

35.00

－20,000.00

700,000

1,527

25年度

0.10

24年度

109.38% －対　前　年　比

計画値

23年度

5.00

合計

人

1,832

0.10

50.00

実績値

指　標　名　等

1,832

必要人員

時間外勤務手当 千円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

－

―

－

市
民
参
画 市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

市民への情報提供を行っている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている 通知広報を利用し、市民に周知を実施している。

―

○

○

×

―

×

×

目的が達成できるような事務事業の内容である

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

単位 計画値

実績値

　
　
成
果
指
標

単位

台

単位

%
生ごみ処理機　普及率

計画値

実績値

生ごみ処理機交付台数　累
計

指　標　名

指
標

目標値
（目標年度）

25年度

－

1,761.00

1,776.00

年度

1,811.00

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

計画値

実績値

13.19 13.47 普及率＝生ごみ処理機交付台数累計÷世帯数
×100
（平成25年3月31日現在、13,166世帯）13.09 13.38

13.75

－ 年度

年度

－

－

計画値

1,726.00

1,744.00

－

23年度

計画値

コ ス ト

24年度

単位

実績値

単位当たりコスト③

単位

実績値

対　前　年　比

優先的に継続する

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

完了した

継続する年度

休止、廃止をする他事業と統合する

－

－
資源配分の方向性

－ 生ゴミ助成金制度を周知した結果、昨年度以上の申請があり、生ご
み減量を図った。

中村　慎吾

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

予算（大事業）名

解決できていない課題

　きれいセンターでの焼却処理でも多い生ごみを、削減していくことは
とても重要である。
　広報紙へも制度が周知されていないのか、目標の件数には到達してい
ない。
　このため、地域への説明会などを実施し、生ごみ処理機の市内普及率
を向上させなければならない。
　この事業は、関連する他の事務事業評価シートと統合して整理する。

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

縮小して継続する

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

%

指標化できない成果

実績値 （平成25年3月31日現在、13,166世帯）13.09 13.38 － 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ
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